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　Ⅰ 決算規模

１　決　算　規　模

区　　　　分 令 和 ５ 年 度 令 和 ４ 年 度 増 減 額 増 減 率

歳　　 入　　 総　　 額
  Ａ

歳　　 出 　　総 　　額
  Ｂ

歳 入 歳 出 差 引 (形式収支)

（Ａ－Ｂ）   Ｃ
翌年度に繰り越すべき財源

 Ｄ
実　　 質　 　収　 　支

 （Ｃ－Ｄ）   Ｅ
単　  年　  度　  収　  支

(Ｅ－前年度Ｅ)    Ｆ
積　　　   立　  　 　金

Ｇ
繰　  上  　償　  還　  金

Ｈ
積   立   金   取   崩   額

Ｉ
実　質　単　年　度　収　支

（Ｆ＋Ｇ＋Ｈ－Ｉ）   Ｊ

令和５年度　日向市普通会計決算（見込）の概要　

　　　　歳　入　　　３４５億６，６８９万３千円　　（前年度比 １．５％）

　　　　歳　出　　　３３２億５，５８２万７千円　　（前年度比 ０．３％）

　Ⅱ 実質収支は、  　　　　　 ６億４，４４３万８千円　の黒字、

      単年度収支は　　　　 △   　８，８０６万６千円、

　　　実質単年度収支は、 　△ ３億８，６８４万４千円　となった。

　Ⅲ 財政指標

　　　  経常収支比率は、前年度より０．８ポイント上昇しており、健全化判断比率の
　　　４指標については、いずれも早期健全化基準以下となっている。

　　　　経常収支比率　　　８９．７％（前年度　８８．９％）　 ０．８ポイント増

　　　　公債費負担比率　　１５．７％（前年度　１６．５％）　 ０．８ポイント減

　　（健全化判断比率）

　　　　実質赤字比率　　　　　－　  （黒字のため指標なし）

　　　　連結実質赤字比率　　　－　  （黒字のため指標なし）

　　　　実質公債費比率　　１０．９％（前年度　１１．０％）　 ０．１ポイント減

　　　　将来負担比率　　　３４．８％（前年度　３０．４％） 　４．４ポイント増

（単位：千円、％）

34,566,893 34,054,545 512,348 1.5

33,255,827 33,161,395 94,432 0.3

1,311,066 893,150 417,916 46.8

666,628 160,646 505,982 315.0

644,438 732,504 △ 88,066 △ 12.0

△ 88,066 17,628 △ 105,694

1,222 959 263 27.4

0 0 0 ― 

300,000 200,000 100,000 50.0

△ 386,844 △ 181,413 △ 205,431
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（１）歳 入       　　    　     

決 算 額 構成比 増 減 額 増減率 決 算 額 構成比

8,898,314 25.8 283,468 3.3 8,614,846 25.3

316,266 0.9 △ 2,866 △ 0.9 319,132 0.9

1,721,914 5.0 △ 1,858 △ 0.1 1,723,772 5.1

1,542,482 4.5 △ 8,782 △ 0.6 1,551,264 4.6

63,690 0.2 △ 850 △ 1.3 64,540 0.2

6,625,034 19.2 △ 578,843 △ 8.0 7,203,877 21.2

9,671 0.0 △ 1,663 △ 14.7 11,334 0.0

7,297,867 21.1 △ 39,162 △ 0.5 7,337,029 21.5

2,961,041 8.6 △ 335,350 △ 10.2 3,296,391 9.7

1,776,866 5.1 1,024,687 136.2 752,179 2.2

1,635,535 4.7 182,162 12.5 1,453,373 4.3

3,260,695 9.4 △ 17,377 △ 0.5 3,278,072 9.6

676,149 2.0 △ 149,509 △ 18.1 825,658 2.4

34,566,893 100.0 512,348 1.5 34,054,545 100.0

17,625,218 51.0 △ 300,949 △ 1.7 17,926,167 52.6

（２）歳 出（性質別）

決 算 額 構成比 増 減 額 増減率 決 算 額 構成比

18,073,904 54.3 295,570 1.7 17,778,334 53.6

5,189,377 15.6 43,057 0.8 5,146,320 15.5

9,439,391 28.4 423,485 4.7 9,015,906 27.2

3,445,136 10.3 △ 170,972 △ 4.7 3,616,108 10.9

3,350,032 10.1 △ 241,240 △ 6.7 3,591,272 10.9

3,171,444 9.6 △ 99,096 △ 3.0 3,270,540 9.9

2,220,303 6.7 △ 147,617 △ 6.2 2,367,920 7.1

685,702 2.1 △ 14,906 △ 2.1 700,608 2.1

178,588 0.5 △ 142,144 △ 44.3 320,732 1.0

11,831,891 35.6 40,102 0.3 11,791,789 35.5

4,660,876 14.0 160,456 3.6 4,500,420 13.6

3,227,543 9.7 193,556 6.4 3,033,987 9.1

583,292 1.8 △ 479,108 △ 45.1 1,062,400 3.2

2,686,874 8.1 123,673 4.8 2,563,201 7.7

673,306 2.0 41,525 6.6 631,781 1.9

33,255,827 100.0 94,432 0.3 33,161,395 100.0

２　歳入歳出内訳

（単位：千円、％）

令和 ５ 年度 令和 ４ 年度

地方税（市税）

地 方 譲 与 税

各 種 交 付 金

うち地方消費税交付金

地方特例交付金等

地 方 交 付 税

交通安全対策特別交付金

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

繰 入 金

地方債（市債）

そ の 他

うち ふるさと寄附金

歳 入 合 計

うち 一般財源

　市税の増と連動する基準財政収入額の増に伴う地方交付税の減（△5億7,884万3千円）をはじめ、合
板・製材生産性強化対策交付金事業等に伴う県支出金の減（△3億3,535万円）等があったものの、課税
対象家屋等の増に伴う固定資産税の増による市税の増（2億8,346万8千円）やお倉ヶ浜総合公園整備事
業の野球場改修に伴う公共施設整備等資金積立基金の取り崩し等による繰入金の増（10億2,468万7千
円）等により、歳入全体では、5億1,234万8千円（1.5％）の増となった。

（単位：千円、％）

令和 ５ 年度 令和 ４ 年度

義 務 的 経 費

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

投 資 的 経 費

普通建設事業費

うち補助事業費

うち単独事業費

災害復旧事業費

その他の行政経費

物 件 費

補 助 費 等

積 立 金

繰 出 金

そ の 他

歳 出 合 計

　義務的経費については、地方債現在高の減少に伴う公債費の減（△1億7,097万2千円）があったもの
の、物価高騰対策として実施した住民税非課税世帯等への給付金事業や障害福祉サービスの実績の増に
伴う扶助費の増（4億2,348万5千円）等から、2億9,557万円（1.7％）の増となった。
　投資的経費については、お倉ヶ浜総合公園整備事業の野球場改修に伴う増があったものの、合板・製
材生産性強化対策交付金事業のほか、災害復旧事業の減の影響等により、2億4,124万円（△6.7％）の
減となった。
　また、その他の行政経費では、将来の公共施設の老朽化対策に備えるための公共施設整備等資金積立
基金等への積立金の減（△4億7,910万8千円）に対し、学校給食の公会計化に伴う物件費の増（1億
6,045万6千円）や生産性向上対策事業の畜産クラスター事業施設整備補助金に伴う補助費等の増（1億
9,355万6千円）等により、4,010万2千円（0.3％）の増となった。
　この結果、歳出全体では、9,443万2千円（0.3％）の増となった。

区　　分

区　　分

- 2 -



令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

(％) 94.8 94.5 87.8 88.9 89.7

△ 1.0 △ 0.3 △ 6.7 1.1 0.8

(％) 17.4 16.9 16.7 16.5 15.7

0.0 △ 0.5 △ 0.2 △ 0.2 △ 0.8

(千円) 35,189,112 34,067,309 33,052,606 31,012,242 29,313,041 

増 減 率 (％) 1.0 △ 3.2 △ 3.0 △ 6.2 △ 5.5

24,468,242 23,539,327 22,537,929 21,221,279 20,401,532

増 減 率 (％) 2.1 △ 3.8 △ 4.3 △ 5.8 △ 3.9

(4) ― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

10.8 10.6 10.7 11.0 10.9

△ 0.3 △ 0.2 0.1 0.3 △ 0.1

71.8 59.4 40.8 30.4 34.8

△ 10.8 △ 12.4 △ 18.6 △ 10.4 4.4

うち人件費 うち扶助費 うち公債費 うち物件費 うち補助費等

25.2 14.1 19.3 14.6 5.4

26.2 13.4 19.8 14.0 5.5

△ 1.0 0.7 △ 0.5 0.6 △ 0.1

増減額 令和５年度 17,044,779 増減額
△ 225,727 令和４年度 17,452,973 △ 408,194

（増減内訳）

増減率(％) 歳入費目 増減額(千円) 増減率(％)

△ 6.0 地方 税 ( 市税 ) 283,468 3.3

2.5 地 方 譲 与 税 △ 2,866 △ 0.9

△ 4.7 地方消費税交付金 △ 8,782 △ 0.6

1.9 地方特例交付金等 △ 850 △ 1.3

△ 4.3 普 通 交 付 税 △ 522,205 △ 8.1

3.7 臨時財政対策債 △ 159,338 △ 59.6

77.2 そ の 他 2,379 1.1

△ 1.5 計 △ 408,194 △ 2.3

３　財政指標等

項　　　　目

(1) 経 常 収 支 比 率

 　  増　減

(2)公債費負担比率

 　  増　減

(3) 地 方 債 現 在 高

臨時財政対策債を除く

実 質 赤 字 比 率

連結実質赤字比率

実質公債費比率

　増 減

将 来 負 担 比 率

　増 減

（１）経常収支比率

　財政構造の弾力性を表す経常収支比率は89.7％となり、前年度から0.8ポイント上昇した。
　これは、分子となる「経常経費充当一般財源」が2億2,572万7千円（△1.5％）の減となったも
のの、分母となる「経常一般財源等」も4億819万4千円（△2.3％）の大幅減となったことによる
ものである。
　「経常経費充当一般財源」が減となった主な要因としては、経常経費となる人件費の60歳到達
者に係る退職手当の減や地方債現在高の減少に伴う公債費の減等によるものであり、「経常一般
財源等」が減となった主な要因は、市税は増となったものの、普通交付税や臨時財政対策債が大
幅減となったことによるものである。

（内訳） （単位：％、ﾎﾟｲﾝﾄ）

項　目 経常収支比率

令和５年度 89.7

令和４年度 88.9

増 減 0.8

○ 経常経費充当一般財源[比率の分子]（単位：千円） ○ 経常一般財源等[比率の分母]（単位：千円）

令和５年度 15,283,899

令和４年度 15,509,626

（増減内訳）

歳出費目 増減額(千円)

人 件 費 △ 275,240

扶 助 費 58,858

公 債 費 △ 160,615

物 件 費 47,441

補 助 費 等 △ 40,729

繰 出 金 61,817

そ の 他 82,741

計 △ 225,727

健
全
化
判
断
比
率
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  （参考）本市の基準値　　　　　　

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

12.68 17.68 25.0 350.0

20.00 30.00 35.0

　― 　― 10.9 34.8

　― 　― 11.0 30.4

　― 　― △ 0.1 4.4

（２）公債費負担比率

　公債費に充当された一般財源の一般財源総額に対する割合を示す公債費負担比率は、前年度と
比較して0.8ポイント減の15.7％となった。
　これは、分子となる「公債費に充当した一般財源」が、地方債現在高の減に伴う公債費の減の
影響により、1億6,061万5千円（△4.7％）の減となったことによるものである。

（３）地方債現在高

　「第２次日向市行財政改革大綱［R3(2021)～R6(2024)］」に基づく「市債残高の圧縮」の取組
により、令和５年度末の地方債現在高は、293億1,304万1千円となり、前年度末と比較し16億
9,920万1千円（△5.5％）の減となった。
　また、臨時財政対策債を除いた前年度末現在高との比較についても、8億1,974万7千円（△
3.9％）の減となっている。

（４）健全化判断比率

　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律（財政健全化法）」に基づき、平成19年度決算よ
り、健全化判断比率（４指標）を監査委員の審査に付した上で、議会に報告し、公表している。
４指標のうち、いずれか一つでも基準値を超えると、「財政健全化団体」「財政再生団体」とな
る。

　●実質赤字比率

　一般会計等（普通会計）の実質赤字等の標準財政規模に対する比率。令和５年度は黒字であ
るため、比率なし。

　●連結実質赤字比率

　全会計の実質赤字等の標準財政規模に対する比率。令和５年度は全会計黒字のため、比率な
し。

　●実質公債費比率

　一般会計等が負担する実質的な公債費の標準財政規模等に対する比率で、３ヶ年の平均値で
算出され、前年度と比較して0.1ポイント減少し、10.9％となった。
　これは、分子となる公債費の減や分母となる標準財政規模が増となったこと等によるもので
ある。

　●将来負担比率

　企業会計・第三セクター等を含めた一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規
模等に対する比率で、前年度と比較して4.4ポイント上昇し、34.8％となった。
　これは、標準財政規模の増に伴い、分母が増となったものの、地方債現在高等の将来負担す
べき額から控除することができる基金現在高や基準財政需要額算入見込額（普通交付税に算入
される地方債償還費等）が減となったことで、分子の増が分母の増を上回ったことによるもの
である。

（単位：％、ﾎﾟｲﾝﾄ）

項　　　目

早期健全化基準

財政再生基準

令和５年度実績値

令和４年度実績値

増　減
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（１）業務量

区　　　分 令和５年度(Ａ) 令和４年度(Ｂ)
比較

(Ａ)－(Ｂ)
増減率(%)

１．給水人口（人） 53,316 53,965 △ 649 △ 1.2

２．給水戸数（戸） 23,526 23,529 △ 3 0.0

３．年間総配水量（ｍ３） 7,589,977 7,755,605 △ 165,628 △ 2.1

４．年間総有収水量（ｍ３） 6,721,684 6,812,524 △ 90,840 △ 1.3

５．有収率（％） 88.56 87.84 0.72 -

（２）収益的収入及び支出（税抜） （単位：円、％）

区　　　分 令和５年度(Ａ) 令和４年度(Ｂ)
比較

（Ａ）－（Ｂ）
増減率

 収益的収入 1,200,333,907 1,102,994,637 97,339,270 8.8

１．営業収益 1,148,482,995 860,568,504 287,914,491 33.5

２．営業外収益 51,850,912 242,426,133 △ 190,575,221 △ 78.6

３．特別利益 0 0 0 -

 収益的支出 850,020,726 931,303,658 △ 81,282,932 △ 8.7

１．営業費用 809,141,333 870,270,615 △ 61,129,282 △ 7.0

２．営業外費用 40,062,447 60,295,433 △ 20,232,986 △ 33.6

３．特別損失 816,946 737,610 79,336 10.8

（その他未処分利益剰余金変動額　171,690,979円）

（３）資本的収入及び支出（税込） （単位：円、％）

区　　　分 令和５年度(Ａ) 令和４年度(Ｂ)
比較

（Ａ）－（Ｂ）
増減率

資本的収入 276,071,237 288,918,338 △ 12,847,101 △ 4.4

１．企業債 250,000,000 250,000,000 0 0.0

２．他会計出資金 2,253,432 4,549,277 △ 2,295,845 △ 50.5

３．工事負担金 23,817,805 34,369,061 △ 10,551,256 △ 30.7

４．国庫補助金 0 0 0 -

５．他会計補助金 0 0 0 -

６．固定資産売却代 0 0 0 -

資本的支出 860,021,140 642,943,151 217,077,989 33.8

１．建設改良費 654,783,668 403,584,370 251,199,298 62.2

２．企業債償還金 205,237,472 239,358,781 △ 34,121,309 △ 14.3

令和５年度日向市水道事業会計決算

　令和５年度の純利益は、350,313,181円です。

資本的収入額が資本的支出額に不足する額 583,949,903円は、損益勘定留保資金等で補てんしています。
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（１）業務量

区　　　分 令和５年度(Ａ) 令和４年度(Ｂ)
比較

(Ａ)－(Ｂ)
増減率(%)

１．給水人口（人） 2,484 2,570 △ 86 △ 3.3

２．給水戸数（戸） 1,081 1,110 △ 29 △ 2.6

３．年間総配水量（ｍ３） 424,359 434,483 △ 10,124 △ 2.3

４．年間総有収水量（ｍ３） 365,119 374,090 △ 8,971 △ 2.4

５．有収率（％） 86.04 86.10 △ 0.06 -

（２）収益的収入及び支出（税抜） （単位：円、％）

区　　　分 令和５年度(Ａ) 令和４年度(Ｂ)
比較

（Ａ）－（Ｂ）
増減率

 収益的収入 184,053,959 105,822,927 78,231,032 73.9

１．営業収益 61,452,830 45,593,620 15,859,210 34.8

２．営業外収益 122,601,129 60,229,307 62,371,822 103.6

３．特別利益 0 0 0 -

 収益的支出 137,873,549 103,329,871 34,543,678 33.4

１．営業費用 127,526,849 97,802,468 29,724,381 30.4

２．営業外費用 10,330,500 5,476,083 4,854,417 88.6

３．特別損失 16,200 51,320 △ 35,120 △ 68.4

（その他未処分利益剰余金変動額　0円）

（３）資本的収入及び支出（税込） （単位：円、％）

区　　　分 令和５年度(Ａ) 令和４年度(Ｂ)
比較

（Ａ）－（Ｂ）
増減率

資本的収入 29,042,000 34,605,000 △ 5,563,000 △ 16.1

１．企業債 8,200,000 14,800,000 △ 6,600,000 △ 44.6

２．他会計出資金 20,842,000 19,805,000 1,037,000 5.2

３．工事負担金 0 0 0 -

４．国庫補助金 0 0 0 -

５．固定資産売却代 0 0 0 -

資本的支出 55,910,426 58,112,151 △ 2,201,725 △ 3.8

１．建設改良費 15,506,320 19,383,320 △ 3,877,000 △ 20.0

２．企業債償還金 40,404,106 38,728,831 1,675,275 4.3

令和５年度日向市簡易水道事業会計決算

　令和５年度の純利益は、46,180,410円です。

資本的収入額が資本的支出額に不足する額 26,868,426円は、損益勘定留保資金等で補てんしています。
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（１）業務量

区　　　分 令和５年度(Ａ) 令和４年度(Ｂ)
比較

(Ａ)－(Ｂ)
増減率(%)

１．行政区域内人口（人） 58,264 59,028 △ 764 △ 1.3

２．処理区域内人口（人） 34,694 34,786 △ 92 △ 0.3

３．普及率（％） 59.5 58.9 0.6 1.0

４．水洗化人口（人） 32,146 32,373 △ 227 △ 0.7

５．水洗化率（％） 92.7 93.1 △ 0.4 △ 0.4

６．年間処理水量（ｍ
３
） 3,771,315 3,759,302 12,013 0.3

７．１日平均処理水量（ｍ
３
） 10,304 10,299 5 0.0

８．年間有収水量（ｍ
３
） 3,530,816 3,584,291 △ 53,475 △ 1.5

（２）収益的収入及び支出（税抜） （単位：円、％）

区　　　分 令和５年度(Ａ) 令和４年度(Ｂ)
比較

（Ａ）－（Ｂ）
増減率

 収益的収入 1,375,811,861 1,365,059,167 10,752,694 0.8

１．営業収益 505,475,083 514,278,818 △ 8,803,735 △ 1.7

２．営業外収益 870,336,778 850,780,349 19,556,429 2.3

３．特別利益 0 0 0 -

 収益的支出 1,135,453,716 1,137,290,475 △ 1,836,759 △ 0.2

１．営業費用 1,057,017,176 1,046,777,573 10,239,603 1.0

２．営業外費用 78,089,447 90,305,909 △ 12,216,462 △ 13.5

３．特別損失 347,093 206,993 140,100 67.7

（３）資本的収入及び支出（税込） （単位：円、％）

区　　　分 令和５年度(Ａ) 令和４年度(Ｂ)
比較

（Ａ）－（Ｂ）
増減率

資本的収入 630,918,010 819,849,351 △ 188,931,341 △ 23.0

１．企業債 347,700,000 460,300,000 △ 112,600,000 △ 24.5

２．国庫補助金 170,050,000 237,332,000 △ 67,282,000 △ 28.3

３．他会計補助金 0 0 0 -

４．負担金 30,478,010 35,006,351 △ 4,528,341 △ 12.9

５．出資金 82,690,000 87,211,000 △ 4,521,000 △ 5.2

６．その他資本的収入 0 0 0 -

資本的支出 1,254,216,736 1,428,220,751 △ 174,004,015 △ 12.2

１．建設改良費 414,264,358 550,715,898 △ 136,451,540 △ 24.8

２．企業債償還金 839,951,299 877,503,777 △ 37,552,478 △ 4.3

３．投資その他の資産 1,079 1,076 3 0.3

令和５年度日向市下水道事業会計決算

　令和５年度の純利益は、240,358,145円です。

（その他未処分利益剰余金変動額　199,850,185円）

資本的収入額が資本的支出額に不足する額623,298,726円は損益勘定留保資金等で補てんしています。
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（１）業務量

区　　　分 令和５年度(Ａ) 令和４年度(Ｂ)
比較

(Ａ)－(Ｂ)
増減率(%)

１．行政区域内人口（人） 58,264 59,028 △ 764 △ 1.3

２．処理区域内人口（人） 2,425 2,466 △ 41 △ 1.7

３．普及率（％） 4.2 4.2 0.0 0.0

４．水洗化人口（人） 2,117 2,145 △ 28 △ 1.3

５．水洗化率（％） 87.3 87.0 0.3 0.3

６．年間処理水量（ｍ
３
） 240,217 241,200 △ 983 △ 0.4

７．１日平均処理水量（ｍ
３
） 656 661 △ 5 △ 0.8

８．年間有収水量（ｍ
３
） 259,271 266,038 △ 6,767 △ 2.5

（２）収益的収入及び支出（税抜） （単位：円、％）

区　　　分 令和５年度(Ａ) 令和４年度(Ｂ)
比較

（Ａ）－（Ｂ）
増減率

 収益的収入 208,213,864 224,566,442 △ 16,352,578 △ 7.3

１．営業収益 31,492,150 32,152,100 △ 659,950 △ 2.1

２．営業外収益 176,721,714 192,414,342 △ 15,692,628 △ 8.2

３．特別利益 0 0 0 -

 収益的支出 155,657,247 165,482,555 △ 9,825,308 △ 5.9

１．営業費用 141,248,028 149,470,342 △ 8,222,314 △ 5.5

２．営業外費用 14,384,119 15,986,513 △ 1,602,394 △ 10.0

３．特別損失 25,100 25,700 △ 600 △ 2.3

（３）資本的収入及び支出（税込） （単位：円、％）

区　　　分 令和５年度(Ａ) 令和４年度(Ｂ)
比較

（Ａ）－（Ｂ）
増減率

資本的収入 58,453,000 29,359,800 29,093,200 99.1

１．企業債 35,300,000 24,100,000 11,200,000 46.5

２．国庫補助金 21,501,000 4,488,000 17,013,000 379.1

３．県補助金 1,652,000 771,800 880,200 114.0

４．負担金 0 0 0 -

５．出資金 0 0 0 -

６．その他資本的収入 0 0 0 -

資本的支出 121,841,570 98,841,306 23,000,264 23.3

１．建設改良費 34,338,700 10,447,800 23,890,900 228.7

２．企業債償還金 87,502,870 88,393,506 △ 890,636 △ 1.0

３．投資その他の資産 0 0 0 -

令和５年度日向市農業集落排水事業会計決算

　令和５年度の純利益は、52,556,617円です。

（その他未処分利益剰余金変動額　24,991,603円）

資本的収入額が資本的支出額に不足する額63,388,570円は損益勘定留保資金等で補てんしています。
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